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めぐって,進 行 した。 この十数年の困難な努力を通 じて,わ れわれは理論 と実
践の二っの面で,一連の重要な進展をかちとった。とくに今年[1992年]初めの
郡小平同志の南巡講話 は,計 画と市場 とが,社 会主義 と資本主義 とを区別する
標識ではな く,資本主義にも計画があり,社会主義にも市場があることを指摘
して,こ の重要な問題に対する思想 ・認識を一歩進んで明確に し,全国人民の
改革.開 放を速める信念を鑛 し究.いち早 く1979年に郵小平同志は,社会主
義 も市場経済を行 ってよいと述べたが,最 近 はさらに一歩進んで社会主義的市
場経済の発展を提起 している。 これは社会主義の改革理論 における重要な突破
であり,わが国の社会主義の改革 ・開放 は,こ れ以後新たな発展期に入 った。
社会主義経済を発展 させることは,中 国の特色をもっ社会主義の建設の根本
的内容である。われわれが建設 しようとする社会主義的市場経済の新制度 は,
旧ソ連の高度に集中的な計画経済制度 とは異な り,ま た西側の私有制を基礎に
する市場経済 とも異なり,中国の国情 にもとづき,中 国の生産力水準の低い状
況にもとづ き,わ れわれの社会主義政策の要求にもとづ き,有効な市場メカニ




に活動を進めなければな らない,と 。現在,社 会主義の新 しい経済制度の建設
は,す でに若干の重要な進展をかちとったとはいえ,少 なからず問題があり・
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ある問題(た とえば市場の育成)は,徐 々に完全 な ものになるまでに時間 と過程
が必要で あ り,あ る問題 は,探 究 と革新が必要 である(た とえば,国営の大中型企
業の活力の引き上げ,公 共財産の所有権の管理形態,計 画管理のシステムや形式の完全
化など)。したが って,マ ル クス主義 の原理 に もとづ き,過 去 十数年 の改革 の経
験 を真剣 に総括 し,社 会主義 的市場経済 における計画 と市場 の結合の具体的形
態 を探究す ることは,当 面 の理論活動 と実践 活動 の緊急 の任務であ る。
マルクスが社会全体の生産 ・経済活動を計画的に組織するという重要な思想
を提起 して以来,計 画と市場の問題は,人 々の普遍的関心を引いてきた。 とく
に1917年のロシアにおける社会主義の成功 は,こ の問題を実践的にもまさに
議事 日程にのせ,よ り突出 した,重要な問題に変えた。20年代初期,レ ーニン
は当時のソ連の実際から出発 して,有 名な新経済政策を実行 し,戦 時共産主2)
という一時流行 した 「直接的移行」の方法を改め,「市場をとり入れる」経済方
式 に転換 し,柔軟で機動的な手段によって計画を実現 した。 レーニ ンの死後,
理論 ・認識上の限界によって,市 場 メカニズムを排除 し,商 品経済を排除 し,
国民経済を一っの大工場 とみな して管理することを主張する,例 の思想が支配
的地位を占め,こ のような思想の指導の下で,高 度に集中的な計画経済制度が
形成 された。第二次大戦後,新 たに出現 した多 くの社会 主義国 もまた,市 場を
排除す るこの計画経済制度をあいついでとり入れた。客観的に言って,こ の高
度 に集中的な計画経済制度 は,新 生 の社会主義国が資源を迅速に集中 ・動員
し,帝国主義および各種敵対勢力の包囲の中で大規模な重点建設をより速 く行
い,そ の後の経済 ・科学技術の発展のために強固な物質的基礎を築 く上で,積
極的な役割を果た した。 この点を否定 したり,無視することは,マ ルクス主義
の史的唯物論の観点 に一致 しない。 しか し,次の点 にも注目すべきである。 こ
の計画経済制度には,資 源配分の効率が高 くないという重大な弊害が存在 し,
とくに初期工業化の任務の基本的完了後,こ の弊害はますます顕著になった。
ミクロか ら見ると,企業 は自主権を欠 くので,企 業の革新の動機 は弱 く,同 時
に市場競争を排除するので,企 業は効率 ・利益を高める圧力を欠 く。マクロか
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ら言えば,計 画的な資源配分が形成する生産物構成と産業構造 との,産 業構造
と市場 において形成される需要構造 との,重 大な食い違 いにより・部門間'地
域間の資源配分の効率 ・利益は極端に低 くなる。実際か ら遊離 し,性急に成功
を求める計画 は,国力や国情から遊離 し,結果的に国民経済に深刻な動揺をも
たらした。 これ らすべてが説明 しているのは,市場 メカニズムを排除 したこれ
までの計画経済が,生 産力の発展を日ましに束縛する,と いう点である。 した
がって,50年代以後,旧 ソ連および一部の東欧社会主義諸国は,次 々に経済制
度の改革を開始 し,数次の改革の波を形成 して,企 業権限の拡大,市 場競争へ
の企業参加の奨励などの面でTさ まざまな進展をかちとった。 しか し全体的に
言えば,社 会主義経済における計画と市場の結合の正 しい方法や有効な形態
を,探 しだせなかった。これらの国は,以 前からの経済的困難か ら脱出できな
かっただけでな く,深刻な商品不足,イ ンフレ,外債の激増などの問題でも苦
しんだ。ある意味では,旧 ソ連,東 欧社会主義諸国の解体 は,大 きな程度にお
いて,社 会主義の範疇内で,計 画と市場の有効な結合の方法および形態を探 し




認識 され始めていた。1956年,毛沢東同志は 「十大関係論」の中で,計 画制度
における権力の過度の集中の問題について,鋭 い批判を提起 した。その後まも
な く,彼 はさらに商品経済i価 値法則の研究を重視すべきだと述べた。以後,
各側面の積極性を発揮させるという主旨の制度調整が幾度か行われたが,「左」
よりの指導思想 の不断の妨害によって,実 質的進展をかちとることがで きな
か った。1978年の党の第11期3中 全会以後,郡小平同志の唱導の下で,わが党
はマルクス主義の実事求是の思想路線を回復 し,理論的に,ど のようにこれま
での計画制度の弊害を除去 し,ど のようにわが国の国情 に合 った社会主義の新
しい経済制度を建設す るかについて,大 胆で粘 り強い探究を開始 した。 この十
数年,幾 度かの反復はあったが,全 体的に見て,社 会主義経済における計画と
106商 経 論 叢 第32巻 第4号 0141)
市場の関係についての認識 は,不 断に進歩 し,深化 し,完全なものになった。
改革の初期にわれわれは,市 場調整 と社会主義 とを対立 させ る観念,指 令性計
画と計画経済 とを同一視する観念を打破 し,計画経済と市場調整 とを結合する
必要があるという観点をはじあて提起 し,併 せて実践において実施に移 した。
この理論的進歩 は,社会主義経済思想の重要な進展であり,そ の歴史的意義は
重大である。80年代中期,改 革の漸次的深化 と理論研究の深化 とにもとづき,
党の第12期3中 全会が採択 した 「経済制度改革に関する決定」は,わが国は計
画的商品経済である,と慎重に指摘 し,こ れにともない,わ が国の経済制度改
革の重要な任務の一っは市場 システムを徐々に完全なものにすることである,
と提起 した。1987年の党の第13回大会はまた,改 革 ・開放の経験の一歩前進
した総括を基礎に,社 会主義の新 しい経済制度を確定する具体的構想を一歩進
んで明確 にした。90年代に入 ってか ら,改革 の深化にともない,わが党および
政府の計画 と市場の関係にっいての認識は,一 歩進んで深化 し,成 熟 した。江
沢民同志は,「中国共産党創 立70周年を祝 う大会における講話」の中で,次 の
ように指摘 した。「計画と市場 は,経済調整の手段として,社会化大生産を基礎
に建設する商品経済の発展に客観的に必要である。それゆえ,一 定の範囲内で
のこれ らの手段の運用は,社 会主義経済 と資本主義経済 とを区別する標識では
ない」。とくに次の点を指摘 してお く必要がある。最近の郡小平同志の計画と市
場に関する論述は,理 論的に深遠かっ明晰であるだけでなく,わ れわれが,さ




でなく・労働者や各経済組織 もまた独立の経済的利益を有 している。 したが っ
て,社 会主義の条件の下でも,必然的に商品貨幣関係が広範に存在する。商品
貨幣関係が存在する以上,必然的に市場 も存在する。限 りなく豊富,複雑多岐,
千差万別の社会的需要に直面 して,幾 千幾万の企業の生産が需要に合致 しなけ
ればな らないとすれば,か ならず市場の変化 にもとついて,何 を,ど れだけ,
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どのように,ど こで生産するかを決めなければならない。すなわち,市 場に依
拠 して資源配分を調整 しなければならない。その意味で,社 会主義的商品経済
は社会主義的市場経済で もある。商品経済は,市 場を離れて存在で きない。た
とえ社会主義の高い段階においても,そ うである。まして,わ れわれは現在ま
だ社会主義の初級段階にあり,生産力はまだ発達 してお らず,多 くのウクラー
ドが存在 し,市場 システムはまだ不完全であり,市場法規はまだ不健全であり,
市場調整の効率 はまだ高 くないので,し たがって,わ れわれはさらに,社 会主
義の市場 システムの建設を速め,社 会主義の市場経済を全力をあげて発展 さ
せ,社 会主義的市場経済制度の建設を速あなければならない。当然,わ れわれ
が建設 しようとする社会主義的市場経済制度 は,所有制構造や分配形態におい






本主義諸国においても実際には存在せず,ま してわが国 は公有制を主導 として
おり,さ らに重要なこととして,わ が国の政治制度は,国 民経済の調和的発展
とマクロのバ ランスに関 して,科 学的な計画調整を行 う可能性を保証 してい
る。別の角度から見れば,現 実の経済生活の計画調整あるいは自発的管理 もま
た内生的である。 したがって,計 画と市場はいずれも社会主義経済に内在 し,
両者 は一つに結合 して分割不可能であり,一つに融合 して作用 し,かっ社会全
体を覆い,経 済生活の各側面 に浸透 している。ただそれ らの機能は異な り,作
用方式は異なるので,し たがって異なる層次,異 なる分野における結合方式お
よび具体的形態に,差 異があるにすぎない。一般的に言えば,計 画は主 として
マクロ,y構 造などの面か ら,重要な資源の配分,重 要な社会的利害関係
の調整,お よび国全体の重要 な発展戦略を解決する。市場 は主 として ミクロの
分野,日 常の生産 ・経営活動および関係資源の配分方向において,役 割を発揮
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する。総 じて,わ が国が社会主義的市場経済であることを認め,計 画と市場が
いずれ も社会主義経済に内生的であることを認めて,は じめて計画 と市場の関
係を正 しく認識 し,処理することができる。同時に,計 画と市場の作用メカニ
ズムの差異,作 用層次の違いを認めて,は じめて有効に計画 と市場を有機的に







1権 限の下放。過度に集中 した政策決定制度の改変。政策決定の角度か ら
言えば,市 場を排除 したこれまでの制度の最大の弊害は,権 力の過度の集中で
あるが,市 場メカニズムは,本 質的に言 って,一 種の形の分かれた政策決定 メ
カニズムである。 この角度か ら言えば,権 力の分散は市場を形成 し,あ るいは
市場は資源の配分形態をなす主要条件 ということになる。なぜな ら,幾千幾万
の商品生産経営者が,市 場の需要変動や原価条件にもとついて,生 産 ・交換 ・
投資の政策決定を自主的に行 うことができないとすれば,市 場による資源配分
など議論にもな らない。 これはまさに,改 革の初期段階にわれわれが採用 した
分権 と[企業]利益奨励の措置を評価するさいに,把握 しておかなければな らな
い基本的出発点である。1979年以来,わ が国の経済制度改革は,まず最初にこ
れまでの高度に集中的な政策決定制度 に衝撃を与え,企 業の権限を拡大 し,企
業の利益を奨励する一連の政策 と措置をとって きた。 これ らの政策および措置
の徹底的な実行 は,人 心 を完全 にとらえていなかったに もかかわ らず,相 対








に依拠 して資源の配分を実現 し,社会的再生産活動を調整 し,計画によってマ
クロの資源配分,産 業配分,地 域配分を決め,ミ クロでは何を,ど れだけ,だ
れのために生産するかを計画によって決めることである。 ミクロ分野の生産物
の種類は多 く,需要の状況 は大きく変わるので,上 か ら下された計画は科学性
が劣 り,0定 期間内に効果も薄れ,効 率は低下 し,資源の浪費は深刻になり,
同時に企業 は活力や機動力を欠 くことになる。企業を活気づけようとすれば,
企業の権限を拡大 しなければな らないし,権限を拡大 しようとすれば,企 業の
活動空間を束縛す る指令性計画を減 らさなければな らない。1979年から国は生
産 ・流通分野の指令性計画を年 ごとに減 らし,現在,国 家計画委員会が管理す
る工業生産の指令性生産物の品目は,か つての約120余りか ら約60に減少 し
た。国家の統一分配物資の品目は52から26に減少 し,商業部門の計画的購入
品目は188から23に減少 し,社会的商品全体のうちで,計画によって生産を決
め,計 画価格によって取引される商品は,す でに30%以下に低下 した。
2価 格の調整および開放。企業に対する権限拡大 と利益奨励が,市 場行為
の主体の創造に必要な前提であると言 うならば,価 格の開放は市場の需給関係
の変動を弾力的に反映 し,市場は資源の有効配分の重要な条件になる。価格を
計算あるいは計算用具 と見なすな らば,価 格の逆調整が表現できるものは,
はっきりしない。企業が適切な自主権をもち,と くに企業が自身の利益に関心
をもっ条件の下で,価 格が依然 として固定的であり,非合理的であるならば,
そのとき市場調整の作用 は,後 ろ向きで低効率になる。それゆえ,企 業の権限
拡大の推進は,必然的に価格の開放 との同時進行を要求する。1990年以来,価
格改革は以下の諸方面で重要な一歩を踏みだ した。第一 に,部分的に電子 ・機
械工業製品について変動価格を実施 し,前後 して小商品と大部分の日用工業品
の価格を開放 した。第二に,か な り大きい範囲で副次的農産物の都市での販売
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価格を開放 した。消費財市場全体のうちで,穀 類および油など少数の副次的農




排除 したこれまでの制度か ら,市場 と結合 した制度への過渡の典型的表現であ
る。その実質 は,生 産手段の生産 ・流通分野 に計画制度が依然として存在する
条件の下で,価 格が一定の範囲内で,生 産 を刺激 し,さ らに資源配分のシグナ
ルになることを許 した。当然,そ の過渡的性格により,こ こでの計画と市場の
結合はプレー トテク トニクスのようなものであり,多 くの摩擦が存在する。総
じて・生産手段の価格開放,二 重価格制の調整 ・実行を通 じて,生 産手段の生
産 ・流通において,価 格 もまた重要な調整用具および資源配分形態になる。
3国 家流通部門の統一買付 ・統一販売という単一の流通形態の改変,開 放
的な多チャンネル流通ネッ トワークの初歩的形成。生産における直接的計画に
対応 して,こ れまでの制度の下では,大 部分の工業製品の生産 と販売 は遊離 し




認にともないsこ の高度 に集中的な単一の流通制度は,お のずと維持すること
が難 しくなった。企業自身の販売,商 品の選択的購入,生 産と販売の一体化な
どという流通形態 も時宜に乗 じて誕生 し,同時に,需 要 と供給 とを連係す る必
要にもとづ き,そ こか ら生まれた流通利益の刺激および国の政策の開放は,流
通分野の非国家的要素を急速に発展させ,国 家管理の流通部門を主導 として,
多種類の要素が参加する流通制度が初歩的に形成 された。 この多チャンネルの
流通制度 は,市 場 メカニズムが商品市場で調整作用を発揮する必要条件であ
り,近年,流 通分野の計画 と市場 との初歩的結合を可能に した重要な原因でも
ある。
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4市 場 システムの発展 と育成。市場 は資源を有効 に配分 しなければなら
ず,価 格が比較的大 きな弾力性を有することを要求するだけでなく,市場が発
達 し健全なシステムであること,す なわち商品市場があるだけでな く,労働市
場や金融市場 も要求する。 こうしてはじめて,労 働力および資金を,発 達を必
要 とする産業や競争力の強い企業に配分することができる。商品市場の建設か
ら見て,現 在わが国にはすでに,農 産物市場1万 以上,日 用工業製品の卸売市
場3,000以上,大型鋼材市場200以上,生産手段の取引セ ンター約400がある。
わが国の金融市場はすでに初歩的規模をもっており,銀行 システムに資金を集
中 し配分する能力を大きく増強すると同時に,銀 行間の借入れを主 とする短期
金融市場,各 種債券を主 とする長期金融市場,証 券流通を主とする証券市場の
形成が始 まった。不完全な統計によれば,現 在全国で主 として証券売買業務に
従事 している機関は,す でに300社以上に達 している。労働市場の面では,国
営経済の中の[労働力の]存在量部分については,適切な組み合わせを実行する
と同時に,増 加量部分 は,全員契約労働者制と臨時労働者制を実施 している。




5初 歩的なマクロ間接調整 ・制御 システムの樹立。企業および地方に対す
る権限の拡大および価格の開放 は,中央政府の経済の放任,不管理を意味せず,
過去 の,企 業の生産 と流通に対する直接的制御か ら,マ クロ管理を通 じての間
接的な企業制御への転化であった。改革の十数年,わ が国が新 しい調整 ・制御
手段を建設 し,新しい管理方式を形成する面で行 った改革 は,次の通 りである。
①中央銀行制度を確立 し,マ クロ調整 ・制御における貨幣政策の作用を十分に
発揮 し,中央銀行(中国人民銀行)を導 き手 として国の専門銀行を骨幹 とす る二
層の銀行 システムを建設 した。②国家の予算内の基本建設投資は,予算支出か
ら建設銀行の貸付に改あ,経 済手段を用いる投資の調整 ・制御を試みた。③税
制改革を実施 し,税収によ り生産 ・流通 ・分配 ・消費の調整作用を発揮 させ
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た。④各種の経済法規を制定 し,健全化 し,経済管理を法制の軌道 に入れた。
以上の諸方面の改革 は,わ れわれに新 しいマクロ管理の実施経験をっませ,わ
が国のマクロ調整 ・制御手段の効果を検証 させ,同 時にまた今後改善すべき問
題を発見 させた。




化の方向に転化 し,資源配分における市場情報の作用は,明 らかに増大 した。
行政機構や行政手段に単純に依拠 して進行 ・運行する直接的な計画制御は,計
画調整 と市場調整の併存に転化 し,経済手段,間 接的調整 ・制御 は,政府のマ
クロ経済管理において重要な役割を発揮 し始めた。縦の ピラミ・ソド式の行政協
調の組織 システムは依然存在 し,同時にまた横の市場の自動運行組織 メカニズ
ムも出現 し始めた。 この四っの方面の変化 によ り,わ が国の現在の経済運行 メ
カニズムは,す でに改革前の単一の計画メカニズムではな く,ま た政府のマク
ロ調整 ・制御下の一元的市場メカニズムで もなく,計 画と市場 は結合 している
けれども,ま だ有機的に融合 して0つ になっていない二元的メカニズムであ
る。一面で,これまでの経済制度下の動力メカニズム,情報 メカニズム,調整 ・
制御メカニズム,組織 メカニズムは,す でにさまざまな程度に改変 されている
が,し か しそれらすべてが全部消失 したわけではなく,あ るものは依然として
作用 している。他面で,計画と市場の結合の新 しい枠組が徐々に形成 され始め,
遅速 ・前後はあれ,そ の基本的構成要素 は生成 されたが,し か し有効 に運行で
きる新 しい経済 メカニズム ・システムは3ま だまだ形成か らはほど遠い。現在
の制度は,新 旧交代の制度であり,依然 として転換中の二元的特徴を帯びた制
度である。
この二元制度あるいは二重制度 は,か っての計画制度 と比べると,歴 史的進
歩である。それは,80年代のわが国の高度成長をもたらした。 しか し,計画と




政地域の間の地条の分割 として表れ,こ の分割は,生産分野においては,各 地
方および各部門が地元の資源や生産経営条件を顧みず,価 格が高 く利益が大 き




は,主 として,各 種商品市場の一定の生長 と同時に,こ れと要素市場 との極端
な不対称 として表れる。資金,労 働,技 術,情 報,不 動産などの各種要素市場
の深刻な停滞は,市 場調整の機能の正常な発揮を難 しくする。
現段階の計画 と市場の結合における摩擦は,0つ は投資に表れる。価格が不
合理なので,国 の産業政策 と地域政策は,市 場が誘導する独立の経済実体の投




ひどく高いという 「二重の歪曲」を形成す る。四つ目は,商 品流通に表れる。
計画内の調達部分 は,市場調整部分 と相互に影響 し,相互に制約する。五っ目
は,金 融に表れる。経済実体の身分 ・レベルに対応する経営機能は,国 の専門
銀行の身分 ・レベルに対応する調整 ・制御機能 と衝突する。六っ目は,企 業行
動に表れる。行政 と企業の分離 はすでに始まっているが,企 業は依然として一
般に,一方で政府の目を うかがい,他方で市場を気にするという 「二重の依存」
状態のさなかにある。
旧制度 と比べると,こ の二元制度は当然 偉大な歴史的進歩であり,わ が国
の経済や安定発展の活力を増強 した。1978-88年の10年は,わが国の歴史の上
で経済成長が最 も速 く,人民の生活水準の上昇が最 も速かった10年である。同
時に,市 場の資源配分の機能が強まるにつれて,消 費者の特別の好みの資源配
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分の作用 もまた,こ れにともない強まり,供給 と需要の差は急速 に縮小 した。
この二つの方面の変化は,改 革の巨大な成果であるのみならず,わ れわれが一
歩進んで改革を推進 し,計画と市場の有機的結合のメカニズムを建設する物質
的基礎で もある。 この点を見ないならば,こ の十数年の改革の偉大な成果を十
分に評価で きなくなる。 しか し,この点を見 るだけでは,二 元制度が内部摩擦
により引 き起 こす種々の弊害を見逃 し,そ れらの弊害を解決する必然性 と緊急
性を見逃 し,ま た社会主義的市場経済制度を確立する時期を見誤 る。
当面の二重制度の共存が生むこれ らの問題 は,あ まり長 くない時間内に,改
革の深化を通 じて計画的商品経済の新制度を建設するという歴史的使命の緊迫
性を表 している。同時にまた次の点に注 目する必要がある。 この ト数年の経済
制度改革と国民経済の急速な発展はy中 華民族が この歴史的任務を完成するた
めに,有利な条件 と得難 い機会を創 りだしたのである,と 。 この十数年の経済
制度改革は・生産力のきわめて大 きな発展 と人民生活の急速な向上を促進 し,
わが国の人民を動員 して一歩進んで改革の歴史の大きな流れに投入 し,計 画と
市場の有機的結合を促進するために,堅 固な物質的基礎 と大衆的基礎をきずい
た。 この十数年の改革は,わ が国の人民の商品経済意識をあまね く強め,価格
法則 と市場 メカニズムに対する認識を日ごとに深化させた。現代的企業家の隊
列が出現 し始め・日ごとに大 きくなり,各級の指導幹部は商品経済を発展 させ,
市場法則を制御 し,科学的調整を行 う能力を徐々に向上させた。総需要の長期
膨張の態勢 は大 き く改変 され,若 干の産業はすでに初歩的に買い手市場 とな
り・価格改革 と価格体系の調整のために,きわめて有利な条件が創 りだされた。
国有企業 と非国有企業を含めて競争性企業がすでに大量に出現 し,こ れ らの企
業 はすでに一歩進んで市場調整を受け入れる能力を備えている。規範 と秩序の
ある市場組織がすでに現れ,そ れは市場調整の効率を高める組織的基礎であ
る。国が経済を調整 ・制御 し,改革を組織する経験 は,日 ましに増加 した。 さ
らに重要なことは,郡 小平同志の南巡講話以後,人民大衆の改革の情熱は一歩
進んで沸騰 し,党全体の,一 歩進んで改革を速め,社 会主義的市場経済制度を
大胆 に建設 しようとする認識は,す でに一致 している。以上の各方面の重大な
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変化が意味するところは,科 学的に計画 し,大胆に実施 し,慎重に操作 しさえ
すれば,中 国共産党 は,全 国人民を指導 し,歴史が与えたこの重大な任務を完





という前提の下で,三 年か ら五年以内に,競争性企業の制度,秩 序のある市場
と国家の調整 ・制御 とが結合 した市場経済の新制度の建設をかちとる。 ここで
競争性企業 とは,す べての企業が真に開放 され,市 場によってその生存 と発展
とが決められる真の損益 自己責任の企業になることを指す。秩序のある市場 と
は,地条の分割を打ち破 り,健全で法規の完備 した市場を組織することを指す。
マクロの調整 ・制御 とは,国 家が経済手段,法 律手段,必 要な行政手段を主 と
して運用 し,国民経済に対 して有効な調整を実施す ることを指す。 この戦略的
任務を実現するために,短 期的には以下の諸方面の改革を深化 し,完全な もの
にしなければならない。
1企 業制度の改革の深化。企業を真に損益自己責任,自 己制約,自主経営,
自己発展の商品経営者にす る。企業は経済主体であり,ま た国家の調整 ・制御
の対象で もある。計画と市場を上手に結合 しようとすれば,一 番の鍵は,企業
が市場の情報,国 家の調整 ・制御 に対 して素早 く反応できるようにすることで
ある。 この点を達成 しようとすれば,国 有企業の財産権制度の改革を探求 し,
それによって国有企業の予算制約のソフ ト化,お よび請負い以後に現れた企業
行動の短期化の傾向を解決 しなければな らない。 この目的を達成 しようとすれ
ば,現 代の株式会社 は,比較的よい形態であるか もしれない。現在の請負制か
ら,国家の株式支晶 国家機関.社会団体 ・職員労鯖 の株式鋤 への転化と
しては,以下 の諸形態の採用が可能である。①新たに創設される企業は,す べ
て資金を募集 して設立 される企業であ り,株式制への転化 を考慮すべきであ
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る。投資者 は,出資に比例 して相応の利潤の分け前と政策決定権 とを取得する。
②旧来の企業 は,す べて条件があるならば,外 国資本 と国内資本 とが協同する
機会を利用 して,株 式制へ転化すべきである。 この数年の試行状況 によれば,
株式制の機会を借 りて,利 潤を賃金に転化することを厳 しく防止しなければな




整を促進 し,経済的効率 ・利益を向上させ ることであり,自 己の資金で負債を
弁済できず,赤 字 は深刻,製 品は劣悪,売 れ行 きの悪 い企業については,生 産
を停止させ るか,破産させ,あ るいは経営のよい企業に合併 させる。経営不振,
赤字の深刻な企業について言えば,そ れらの破産の困難 とIL力は主として国家
の側 にはなく,企業の破産は財政負担を軽減 し,工場 ・建物 ・設備 ・労働力を
よりよく利用 させるであろう。破産の圧力は,主 として職員 ・労働者の側か ら
来 るのであり,職 員 ・労働者の失業後の収入は,比 較的大 きな影響を受ける。
またわが国が実施 しているものに,就 業 ・福祉 ・保障の 三位一体の制度があ
り,就業機会の喪失は,福 祉および保障の喪失でもある。 こうして国は政治的
安定の必要か ら,しば しば存続する必要のない企業の生産を維持 している。 し
たがって,[労働力の]存在量構成を調整 しようとすれば,鍵となるのは,企業破
産によって職員 ・労働者にもた らされる収入 ・福祉 ・保障の損失を,い かに緩
和するかである。 このことは,労働保障制度,職 員 ・労働者福祉制度の改革の
促進を要求する。一面では,企 業が負担す る福祉 ・救済 ・保障の機能を社会に
まかせ,他 面では,個 人 ・社会 ・企業は共同で失業救済基金,保 険基金を設立
する。
2価 格制度の改革の継続的推進。合理的な価格体系がなければ,有 効な市
場調整など議論することもできない。 したが って,こ こ数年の連続的な需給の
基本的均衡,二 重価格の価格差の大幅な縮小 という有利な機会をかな らず十分
に利用 し,総需要の制御に もとついて,大 部分の生産手段の価格を開放 し,二
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重価格制を廃止すること。国家の重点建設,重 点大型企業が必要 とする原材料
は,国 が発注 し,量 は保障するが,価 格 は保障 しない,と いう形をとる。価格
の一本化 という基本原則であるが}お よそ需給の基本的均衡がとれている商品
は,計 画の軌道か ら市場の軌道に入れること,す なわち価格を開放することで
ある。製品の需給差が大 きく,計 画価格が市場価格より極端に低い商品,主 と
して基礎工業製品については,価格の一本化の方法で,計 画価格の水準を大幅
に引き上げ,価 格調整を通 じて,計 画価格の形成を単純化 し,単一の総合計画
価格を徐々に実現する。
価格開放は市場の有効調整の条件であるが,価 格開放 は市場の形成に等 しく
ない。 したが って価格体系を整合すると同時に,多 くの種類の利益のあがる製
品が順調 に,安 定的に流れる新型の流通組織形態を積極的に発展 させる必要が
ある。副次的農産物および生産手段の重点的な生産 ・販売地域においては,現
有の各種の現物市場の完全化に努め,組 織があり,指導がある卸売市場の建設
を通 じて,現 物市場の組織程度を高める。同時に,先 物契約の大々的発展にも
とついて,先 物市場 メカニズムの条件付導入,先 物取引の発展に注目する。同
時に,生 産 ・供給 ・販売の間の共同経営,共 同購入,共 同販売など多 くの形態
の横の連合を奨励 し,発展させる。交通,倉 庫,備 蓄施設,情 報取引の建設を
大いに発展 させる。金融制度,財 政制度y労働制度の改革を結合 し,金融市場,







業行動を制約する基本法規,た とえば会社法,公 正競争法,独 占禁止法をきち
んと制定する。立法 にもとつ く司法活動を強化する。
4計 画活動の改善,国 のマクロ調整 ・制御能力の強化。わが国のような地
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域間の格差が大きく,市場の成長が未熟な,発展途上の大国にっいて言えば,
計画は,経 済法則に真 に合致 しているか ぎりで,完 全に必要である。市場のな
い計画的調整 ・制御は,基礎のない計画的調整 ・制御である,と 言えるとすれ
ば・国の調整 ・制御のない市場は,低効率で盲 目的な市場 となる。したがって,
計画と市場の良好な結合はi市 場を形成 し,市場を完全なものにするだけでな
く,計画活動を改善 し完全化 し,国のマクロ調整 ・制御能力を高め,計 画方式




論証が必要であり,計 画 ・政策決定の責任制度をっ くる必要があり,政 策決定
プロセスに違反する重大な誤 りをおか した政策決定者については,相 応の責任
を負 って もらわな くてはな らない。国のマクロ調整 ・制御の能力の強化の側面
では,こ こ数年の経験か ら見て,最 も重要なことは,投 資の調整 ・制御を通 じ
て,進 んで総需要を制御 し,需給の基本的均衡を実現することである。総需要
を抑制 しさえすればy他 の側面の工作は容易である。次にまた,よ い産業政策
が必要だとすれば,財 政情報,国 の援助,税 の優遇などの手段を運用 して産業
政策の実現を保証 し,産業構造の合理化を達成 しなければならない。この他 に,
財産権 ・職権を通ずる合理的な区分 は}統 一的管理,分 級調整 ・制御の縦の管
理制度を形成する。大いによい管理を行 うに もとついて,省 クラスの政府に,
相応かっ必要な調整 ・制御の権限を重点的に与え,こ れによって地方に経済発








展を軽視 し,重 工業を優先的に発展させてきたため,中 国経済は大きな欠陥をもっに
至った。所有制改革では,国家的所有制を堅持すべきだと主張。主な著作 『中国経済構
造の研究』,『経済構造と経済管理』。
(1)南巡講 話… …郡 小平 は,1992年1月18日か ら2月21日,武 昌,深 釧,珠 海,上 海
を訪 れ,途 中 さま ざまな談 話 を発 表 した。2月28日 中国共 産党 中央 は,そ れ を 「南巡
講 話」 とい う形 の正式文 書 と して ま とめ,全 党 に通達 した。「南巡講話 」 中で の 「計
画経済 は社会主 義 に等 しくない。 資本 主義 に も計画 はあ る。 市場経 済 は資本主義 に
等 しくない。社 会主義 に も市場 はあ る。計 画 と市場 はいずれ も経 済手段 で あ り,計 画
の部分 が多 いか,市 場 の部分 が多 いか は,社 会主 義 と資本主義 を分か っ決 定 的 な も
ので はない」とい う,郡 小 平の談話 は,同 年10月 の中国共産党 第14回 大 会で採択 さ
れ,以 後 「社会主 義 的市 場経 済」論 は,中 国の公式 の路線 にな った。
(2)戦時 共産 主義 ……十 月革 命直後 の国 内戦 と外国 の軍 事干渉 の時期 に ソヴェ ト政 権
が採用 した,共 産 主義 へ の直接 移行 を めざす一連 の政策 と制度。1921年の新経 済政
策(ネ ップ)の 採用 によ って廃止 され た。中国 の文献 で は,こ の時期 の ことを軍事共
産 制 と呼ぶ ことが あ る。
{3)国家 の株式 支配,持 ち株 … …原 文 は 「国家控 股」,国が出資 して株 主な る こと。
(4)職員 ・労 働者 の株 式参加 ……原 文 は 「職工参 股」,従業 員持 ち株制度 の こと。
